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新たな支援措置の目的は、大学等での勉学が就職や起業

等の職業に結びつくことにより格差の固定化を防ぎ、支援を

受けた学生が大学等でしっかりと学んだうえで、社会で自

立し、活躍できるようになることである。このため、対象と

なる大学等は、その特色や強みを活かしながら、急速に変わ

りゆく社会で活躍できる人材を育成するため、社会や産業

界のニーズも踏まえ、学問追究と実践的教育のバランスが

取れている大学等とし、以下の4つの要件を求める。

ⅰ卒業に必要な標準単位数（4年制大学の場合、124単位）

の1割以上、実務経験のある教員による授業科目が配置さ

れていること（実務経験のある教員が指導する授業のほか、

例えば、オムニバス形式で企業等から講師を招いて指導を

行っている、学外でのインターンシップや実習等を授業の中

心として位置付けている等、主として実践的教育から構成

される授業科目を含む。学問分野の特性等により基準を満

たすことができない場合、大学等がその理由や実践的教育

（３）支援措置の対象となる大学等の要件
の充実に向けた取り組みを説明・公表する）。

ⅱ理事に産業界等の外部人材を複数任命していること（理

事が置かれない場合や、学校の設置・運営を直接の目的として

いない法人の場合には、理事への外部人材の任命に代えて、

企業等と連携したカリキュラム改善のための委員会等、社会

のニーズを踏まえた意見を学校運営に反映させられる組織・体

制に、複数の外部人材が参画していることを求める）。

ⅲ授業計画（シラバス）の作成や評価の客観的指標を設定

し、適正な成績管理を実施・公表していること。

ⅳ法令に則り、財務諸表等の情報や教育活動に係る情報

を開示していること（なお、専門学校については、職業実践

専門課程における情報開示を基礎として、大学等に相当す

る情報を開示すること、外部者が参画した学校評価の結果

も経営情報の一環として開示することを求める）。

また、上記要件とは別に、例えば、経営に問題があるとし

て早期の経営判断を促す経営指導の対象となっており、か

つ継続的に定員の8割を割っている大学については、対象と

しないこと等を検討する。

いわゆる高等教育の無償化については、2018年6月に文

部科学省の「高等教育段階における負担軽減方策に関する

専門家会議」の報告書、及びその内容を反映した「経済財

政運営と改革の基本方針2018」（2018年6月15日閣議決定）

が取りまとまり、制度の骨格が決定した。

この新たな支援措置は、最終学歴により平均賃金に差

があることや、低所得世帯の子どもの大学進学率が低い

実態※1を踏まえ、貧困の連鎖を断ち切り、格差の固定化を

防ぐため、家庭の経済状況に拘わらず、意欲さえあれば大

学や専門学校等に進学できる社会へと変革することを目指

すものであり、低所得世帯の真に必要な子ども達に限って、

授業料減免と給付型奨学金の大幅拡充を行う。この支援措

置は、少子化対策に資する観点から行うものであり、2019年

10月に予定される消費税率10％への引き上げによる増収分

を財源として活用し、2020年4月から実施することとしてお

り、引き続き詳細な制度設計の検討を進めている。

新たな支援措置では、授業料減免と給付型奨学金の対象

をいずれも住民税非課税世帯（年収約270万円未満※2）及び

それに準ずる世帯とし、その概要は以下の通りである。

①授業料減免

国公立大学は、国立大学の授業料標準額（約54万円※3）

を上限として減免、私立大学は、国立大学の授業料の標準

具体的な制度設計について

（１）負担軽減の対象範囲

額に加え、概ね私立大学の授業料の平均額（約88万円※4）

との差額の半分を加算した額を上限として減免する。1年

生には入学金も支援する。また、短大、高等専門学校及び

専門学校の授業料・入学金は、大学に準じて措置する。

②給付型奨学金の大幅拡充

給付型奨学金は、学業に専念するために必要な生活費を

賄えるよう、学校種や自宅・自宅外等を勘案した定額を給付

する。具体的な額は、他の学生や高校卒業後に働いている

方との公平性も踏まえ、社会通念上妥当なものとなるよう精

査中である。

③住民税非課税世帯に準ずる世帯

全体として支援の崖・谷間が生じないよう、住民税非課

税世帯に準ずる世帯にも段階的に支援することとし、年

収約300万円未満の世帯※2には住民税非課税世帯の学生

に対する授業料減免額及び給付型奨学金支給額の3分の2

の額を、年収約300 万円から年収約380 万円未満の世帯※2

には同じく3分の1の額を支援する。

支援対象者は、高校の成績だけで否定的な判断をせず、

レポート提出や面談等により進学意欲や目的を確認する。

他方、大学等への進学後は、学習状況等について一定の要

件を課し、満たない場合には支給しない。具体的には、1

年間に取得が必要な単位数の6割以下の単位数しか取得

していないときやGPA（平均成績）等を用いた客観的指標

により成績が下位4分の1に属するときは、当該学生に対

して大学等から警告を行い、警告を連続で受けたとき、退

学処分・停学処分等を受けたときは、支給を打ち切る。な

お、警告を受けたり、支給しないこととされた学生数やそ

の事由等については、大学等ごとに公表する予定である。

（２）支援対象者の要件
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■対象となる学校種 ：大学、短期大学、高等専門学校、専門学校
■対象となる学生 ：住民税非課税世帯 及び それに準ずる世帯の学生
 （支援対象の学生は、授業料及び入学金の減免に加えて、給付型奨学金も支給対象となる）
■授業料免除額の考え方
・国立： 授業料（省令に規定されている各学校種の授業料標準額まで）を免除
・公立： 国立の授業料（上記）を上限として対応
・私立： 国立大学の授業料に加え、各学校種の私立学校の平均授業料と国立大学の授業料の差額の２分の１を加算した額まで対応
■入学金免除額の考え方
・国立： 入学金（省令に規定されている各学校種の入学料標準額まで）を免除
・公立： 国立の入学金（上記）を上限として対応
・私立： 私立の入学金の平均額を上限として対応

授業料減免 ※「新しい経済政策パッケージ」（H29.12.8閣議決定）及び「経済財政運営と改革の基本方針2018」
（H30.6.15閣議決定）において導入することとされている高等教育の負担軽減方策のポイント
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※国立の授業料は省令による。その他は文部科学省調べによる平均額。
　特に私立の授業料平均額については、今後の調査により時点更新の可能性あり。

※年収は、両親、本人、
中学生の家族4人世帯
の場合の目安。

授業料免除（上限）額の考え方
●各学校種 ●大学の場合

約300万円 約380万円

高等教育の負担軽減の具体的方策
について

高等教育の負担軽減方策の趣旨と現状
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大学等関係者の間では、上記のうち支援措置の対象とな

る大学等の要件についてご関心が高いと承知している。そ

の具体的内容については、できるだけ早期に明らかにし、

2019年夏を目途に対象となる大学等を公表し、高校生の進

路選択が円滑に行われるようにすることとしている。実務

経験のある教員による科目の配置については、実務経験の

ある教員が担当でなくとも主として実践的教育から構成さ

れる科目は対象となり得るほか、学問分野の特性等により

基準を満たすことが困難な学部等にも配慮した要件となっ

ている。本要件は、学生が実際にその科目を履修すること

までは求めないが、大学等に実践的教育を履修し得る環境

整備を求めるものである。各大学等におかれては、できる

だけ多くの学生が対象科目を受講できるよう、教育内容の

見直しやシラバス等による情報開示に積極的に取り組んで

頂きたい。

また、大学等の要件としての厳格な成績管理の実施・公表

大学等関係者にご留意頂きたいこと
は、支援対象者の要件と表裏一体である。支援対象者の学

習状況に一定の要件を課すところ、その要件を適切に機能

させるには、大学等において厳格に成績管理がなされてい

ることが前提となる。さらに、支援対象者の要件との関係

で、退学・停学等の処分基準、進級要件、年間に修得・実施

すべき標準的な単位数・授業時数、休学・復学の手続き等、

学内ルールの整備が当然に必要となる。

これらの仕組みは、支援措置の趣旨を踏まえて設計した

ものであるが、これは中央教育審議会における抜本的・総合

的な大学改革の動きと軌を一にしており、負担軽減方策と

大学改革による質保証を一体的に進めていくことが重要で

ある。各大学等におかれては、個々の要件への対応のみな

らず、これらの動向にも十分留意しつつ、教育や経営の見直

し・改善に取り組まれることを期待したい。

※1 （独）労働政策研究・研修機構調べ（2016年）によると、最終学歴が高校卒業と
大学・大学院卒業では、生涯賃金に7500万円程度の差が存在。「2012年高卒
者保護者調査」（文部科学省科学研究費報告書）によると、大学進学率は年収
400万円以下の世帯では27.8％である一方、年収1050万円以上の世帯では
62.9％と算出されている。

※2 両親、本人、中学生の家族4人のモデル世帯を想定。
※3 「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令（平成16 年文部科学省令第

16 号）」に定める標準額。
※4 「私立大学等の平成28 年度入学者に係る学生納付金等調査結果」（文部科学

省）等における平均額。

■対象となる学校種： 「２.授業料減免」と同じ
■対象となる学生： 「２.授業料減免」と同じ
  （支援対象の学生は、給付型奨学金に加えて、授業料及び入学金の減免対象となる）
■給付額の考え方
・学生が学業に専念するため、学生生活を送るのに必要な生活費を賄えるよう措置を講じる。
・他の学生との公平性の観点を踏まえ、社会通念上妥当なものとする。
・高等専門学校については、寮生が多く学生生活費の実態に他の学校種と乖離がある（大学生の５～７割程度）ため、その実態に応じた額を措置する。

給付型奨学金

経費区分 自宅 自宅外

授業料以外の学校納付金 ○
（私立学校生に限る）

修学費（教科書、参考図書等の
ために支出した経費） ○ ○

課外活動費 ○ ○
通学費 ○ ○

食費 × △
（自宅分を超える額）

住居・光熱費 ― ○
保健衛生費 ○ ○
娯楽・嗜好費 × ×
その他の日常費 ○ ○
受験料 ○ ○

※具体の支給額など、詳細な制度設計を進めているところ。

【参考】 「新しい経済政策パッケージ」（内閣府HP） http://www5.cao.go.jp/keizai1/package/package.html
 「経済財政運営と改革の基本方針2018」（骨太の方針）（内閣府HP） http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2018/decision0615.html
 「高等教育の負担軽減の具体的方策について（報告）」（文部科学省HP）http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/086/gaiyou/1406203.htm

年収目安

私立学校生の場合
授業料以外の学納金分を追加

2/3

1/3

非課税

※年収は、両親、本人、
中学生の家族4人世帯
の場合の目安。

※支給経費として食費
（自宅生を超える部分）、
住居・光熱費分を追加

約300万円 約380万円

自宅外の場合

自宅生の場合

http://souken.shingakunet.com/college_m/
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